
　環境に対する取り組みを実効的に行うには、「環境

マネジメントシステム」の構築が有効であると当社で

は考えています。この考えに基づき、当社グループで

はＩＳＯ14001の認証取得を推進してきました。 

　当社国内事業所・主要国内グループ会社については、

1997年の日東電工エレクトロニクス九州（株）（当時

の当社九州事業所）を皮切りに、2001年3月までにす

べての事業所で認証取得を完了し、海外グループ会社

についても、現在7社が認証を取得しています。今後も

順次、計画的に認証取得を進めていきます。 

日東電工では、1996年に「環境基本方針」を制定しました。これに基づき、 

資源生産性と企業成長が両立する環境経営を目指して活動を推進しています。 

 

　経営者レベルでは、毎年3月に「グループ＆グロー

バル会議」を開催し、その年度における環境に対する

方針、取り組みの周知徹底を行っています。 

　また、担当者レベルでは、「グループ環境安全委員会」

「環境安全グローバル会議」（P.14参照）において情報

の共有化を図っています。 

国内全事業所でＩＳＯ１４００１認証取得 
今後は海外グループ各社での取得を目指します 
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環境基本方針 

私達の住むかけがえのない地球を守り、次世代に引き継いでいくために、 

地球環境の保全は人類共通の最重要課題であることの認識のもとに、 

日東電工グループは「新しい価値の創造」を通じ、 

企業活動のあらゆる面で地域から地球規模までの環境に配慮し、行動する。 

理　念 

環境基本方針 

企業活動と自然との調和を目指します。 

環境経営をすみやかに実施できる体制を確立 

●環境マネジメント推進体制図 
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環境安全グローバル会議（１回／年） 

当社グループの環境安全年度方針、年度

基本計画、中期基本計画を事業所、各社

拠点に周知するとともに、個々の計画に

反映することを指示します。 

グループ環境安全委員会（4回／年） 

環境安全年度基本計画、中期基本計画を

審議するとともに、実行上の課題を共有

化し、解決に対する意見交換を行います。

委員会での審議・決議事項で重要案件と

して経営上の判断を要するものは、経営

戦略会議での決議事項とし、承認後実行

に移されます。 

環境技術部 

国内事業所、国内グループ会社、海外グルー

プ会社に設置されている環境安全部署

を統括。環境に関する情報の収集、当社

グループの環境に関する管理および技

術面からのサポートを行っています。環

境安全担当役員の直下に置かれており、トッ

プの意向を迅速に反映し、行動しています。 

環境技術部 

グループ 
環境安全委員会 

事業所 
環境委員会 

日東電工の 
環境報告 

●ISO14001認証取得状況 

日東電工単体 グループ会社 

事業所名 登録日 

1998年 

1998年 

1998年 

1998年 

1998年 

1999年 

2000年 

1月 

4月 

7月 

9月 

10月 

3月 

7月 

滋賀事業所 

亀山事業所 

尾道事業所 

関東事業所 

東北事業所 

豊橋事業所 

本社地区事業所 

会社名 登録日 

1997年 

1998年 

1999年 

1999年 

1999年 

2000年 

2000年 

2000年 

2001年 

2001年 

2001年 

2003年 

2003年 

2003年 

2003年 

12月 

9月 

5月 

9月 

9月 

5月 

6月 

6月 

2月 

3月 

3月 

3月 

6月 

11月 

11月 

日東エレクトロニクス九州（株） 

日東シンコー（株）　本社事業所 

パーマセル 

日東電工エレクトロニクスマレーシア 

日東電工マテリアルズマレーシア 

共信（株） 

日東電工マテックス（株） 

マテックス加工（株） 

（株）ニトムズ　豊橋事業所 

日東ライフテック（株） 

日昌（株）　本社／営業 

日東電工オーストラリア 

日東ヨーロッパ 

日東電工マテリアルタイランド 

日東電工タイランド 

日東電工グループ　内部環境監査員 

環境マネジメントシステムを整備し、効果的な環境保全

活動を実現する。 

企業活動による環境影響を的確に把握し、技術的、経済的

に可能な範囲で環境目的・目標を定め、計画的な取り組み

をし、環境保全活動の継続的改善を図る。 

環境負荷の低減を指向した製品開発、技術開発を行う。 

省資源、省エネルギー、産業廃棄物の削減、リサイクルの

推進に企業活動のあらゆる面で取り組む。 

環境に負荷を与える物質については可能な限り、代替え

技術の開発による削減及び排出の抑制を図り、環境負荷

の低減に努める。 

環境に関する法律、規制、協定などを遵守するとともに、

必要に応じ自主基準を設定し、環境保全に努める。 

環境に関する教育、広報活動に努め、全従業員に「環境基

本方針」の理解と意識の向上を図り、実践に結びつける。 

環境監査を定期的に実施し、環境管理レベルの維持、向

上に努める。 

環境に有益な技術、情報は必要に応じ公開し、社会に貢献

する。 
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